
 事業番号 

千円

人

千円

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円【収支】市の負担額（一般財源） 290 300 250 370

　その他（　　　　　　　）

　地方債

Ｈ22予算

　国・県からの補助金等

　使用料･手数料

【 収入 】 Ｈ19決算 Ｈ20決算 Ｈ21決算

30 30 30

総事業費 290 300 250 370

人件費
正規職員

(平均給与750
万円換算）

従事者数 0.004 0.004 0.004 0.004

概算人件費 30

概算人件費

270 220 340

うち
嘱託職員・
臨時職員等

従事者数

【 支出 】 Ｈ19決算 Ｈ20決算 Ｈ21決算 Ｈ22予算

事業費（直接経費） 260

   津山市遺児激励金支給条例 ・ 津山市遺児激励金支給条例施行規則

■直接実施
□委託又は指定管理
□補助金
□その他

   遺児に対し、遺児激励金を支給することにより、その健全な育成と福祉の増進を図る。

   津山市に住所を有する保護者と死別した義務教育終了前の児童。
   ただし、当該遺児が生活保護規定により、現に保護を受けている世帯又は保護世帯に
準ずる世帯に属している場合に限る。

   保護者が死亡し、経済的にゆとりのない家庭の児童（遺児）に対して、小 ・ 中学校の入
学、中学校の卒業という節目や義務教育諸学校在学中に遺児となった場合に支給するも
のであり、公共性が高く、市が支援している唯一の事業である。

事 業 の
必 要 性

   保護者が死亡、経済的にゆとりのない児童に対して調査 ・ 把握し、申請の案内を送付
する。
   義務教育諸学校在学中に遺児になった場合（保護者死亡見舞金） ・ 小中学校に入学
した場合（入学激励金） ・ 中学校を卒業する場合（卒業激励金)に、対象遺児１人につき
１０，０００円を支給。

事 業 名

   昭和４８年度

対　象
（誰・何を
　対象に）

事業内容
（手段、手
　法など）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

根 拠 法 令

実 施 方 法

こども保健部

こ　ど　も　課

担当部名

担当課名
   遺児激励金支給事業

目　的
（何のために）

事

業

概

要
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 事業番号 

千円

千円

千円

千円

Ｈ21年度実績

22

単位

遺児激励金支給件数

Ｈ20年度実績

27

Ｈ22年度見込

34件

活　動　指　標　名

事業目的達成の
ための活動指標

入学激励金　16人

卒業激励金　11人

保護者死亡見舞金　7人

人件費

70

30

事
業
の
自
己
評
価

事業目的の
達成状況

単位当りコスト

事業シート（概要説明書）

内　　　　　容

160

110

   最小限に事務処理費を抑制することができており、対象者へもほぼ全員に支給できて
いる。

   保護者が死亡し、経済的にゆとりのない家庭の児童を対象とした事業であり、今後も継
続実施する必要があると考えている。高梁市を除く県内全市において、事業実施してお
り、遺児激励金支給制度に加え、遺児年金を支給している市町村もある。制度開始時か
ら支給金額は10,000円となっており、今後、現在の経済状況から鑑みて増額すべきであ
ると考えている。

 ・ 岡山市（ 10,000円 ）    ・ 倉敷市（ 10,000円   遺児教育年金   月額 1,500円支給 ）
 ・ 玉野市（ 10,000円 ）    ・ 総社市（ 12,000円 ）    ・ 真庭市（ 10,000円 ）
 ・ 高梁市（ 遺児年金   年額 36,800円 または 24,300円 ）
 ・ 井原市（ 10,000円 ）    ・ 瀬戸内市（ 20,000円 ）    ・ 笠岡市（ 10,000円 ）
 ・ 浅口市（ 10,000円 ）    ・ 赤磐市（ 10,000円 ）    ・ 美作市（ 10,000円 ）
 ・ 新見市（ 10,000円 ）    ・ 備前市（ 10,000円 ）    ・ 勝央町（ 50,000円 ）
 ・ 美咲町（ 30,000円 ）

今後の事業
の方向性

（課題・改善
計画等）

12

   昭和48年4月1日から事業を開始しており、事業開始当初から支給金額は10,000円のま
ま変更していない。

金　　額

目指す成果
（今後どのように

したいか）

平 成 22 年 度
事 業 費 内 訳

特記事項
（事業の沿革等）

比較参考値
（他自治体における
類似事業の例など）

   １０，０００ 円／件

   保護者が死亡し、経済的にゆとりのない家庭の児童を対象とした事業であり、今後も継
続実施する必要がある。高梁市を除く県内全市において、事業実施しており、遺児激励
金支給制度に加え、遺児年金を支給している市町村もある。今後、近隣市町村の支給状
況を鑑みながら支給金を増額することによって、保護者や遺児を激励していく。


